
問題提起問題提起 ２

際協力とビジネ 機会国際協力とビジネス機会
～BOPビジネス等新たな官民連携のあり方～
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BOPビジネスとは
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■BOPビジネスとは①：BOPビジネスの定義

BOP (Base of the Pyramid）ビジネス

とは 貧困層のニーズを満たすための

<BOPビジネスの一般的定義>

中間層
14億人

1.75億人
年間所得

２万ドル

年間所得
3 000ドル

とは、貧困層のニーズを満たすための
製品・サービスの提供と貧困層の市場
への参加促進を行うもの。企業が利益
を上げ持続的に事業を行いつつ貧困削
減等の開発課題の改善に寄与し得るも
のとし 注目され る 貧困層の

出典： Hammond, A, L, et al (2007) The Next 4 Billion. World Resource Institute, 
IFC

（世界人口の約72%）

約４０億人
3,000ドル のとして、注目されている。貧困層の

ニーズ充足に加え、所得向上等を通じ
た同層の自立促進により貧困層を削減
し中間層の拡大を目指す。

( )
IFC
C.K.Praharad (2005) 「ネクスト・マーケット」 Wharton School Publishing

<BOPビジネスの一般的類型>
①貧困層を消費者層と捉えるも ( )①貧困層を消費者層と捉えるもの(BOP as consumers)
②貧困層をValue Chainの中に捉えるもの（BOP as employees, entrepreneurs etc.)
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■BOPビジネスとは②：我々はどこにいるのか？

現状
BOPビジネス
実施フェーズ

中間フェーズ
（Emerging 
Markets)

成長市場

ビジネ 実施 ズ 多様化 ズ 創造消
費
者
ニ
ー
ズ

Basic Human 
Needsが中心

BOPビジネスの実施
⇒ニーズの多様化

ニーズの多様化
ニーズの高度化

ニーズの創造

ズ

市
場

BOPペナルティ有 BOPペナルティ克服
⇒貧困層にとり「公正な
市場」の出現

Volume Zone? 飽和？

市場」の出現

プ
レ
イ
ヤ
ー

Public Sector PPP
(Public-Private
Partnership)

PPP～
Private

Private

ー

 BOPビジネスの主たる対象はBasic Human Needs関連が中心
（但し ICT分野なども大きなBOPビジネスの市場が存在）（但し、ICT分野なども大きなBOPビジネスの市場が存在）

 かかる分野は従来から開発援助機関、公的部門、NGOなどの支援の対象

⇒ BOPビジネスにおいてはビジネスの特性（持続性、機動性、柔軟性、
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BOPビジネスにおいてはビジネスの特性（持続性、機動性、柔軟性、
革新性、拡張性等）を活かした取り組みが期待される

⇒ 民間企業、援助機関やNGO等との協働が必然



■BOPビジネスとは③：BOPペナルティについて

◆BOPペナルティ（貧しいがゆえの不利益とは）
• 貧困層の消費者としての市場参加を阻むボトルネック
• BOPビジネスにより解決すべき対象
• BOPペナルティが存在する具体的理由は・・・

（例）競争の不在、中間搾取、アクセス未整備（インフラ欠如等）、対等な関係の不在 etc.

【表】 ド お る 例

項目 地方部
（ダラビ）

都市部
（ウォーデン・ロード）

格差
（貧困ペナルティ）

【表】インドにおけるBOPペナルティの例

利子（%） 600-1,000% 12-18% 53倍

水道水（1㎥） $1.12 $0.03 37倍

電話（1分） $0 04-0 05 $0 025 1 8倍電話（1分） $0.04-0.05 $0.025 1.8倍

下痢止薬 $20.00 $2.00 10.0倍

コメ（1kg） $0.28 $0.24 1.2倍

出典：”The Fortune at the Bottom of the Pyramid
- Eradicating Poverty Through Profits” 2005 C.K. Prahalad
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■BOPビジネスとは④：BOPペナルティ解消法

◆アプローチ①
Traditional な手法（正攻法）

◆アプローチ②
Innovativeな手法（BOP Biz）

vs

• インフラ整備
• 雇用機会創出、所得向上

（初等教育、職業訓練、産業政策 etc.)

BOPビジネスの実施
• 3Aの実現

（Affordability, Access, Availability)
• BOP市場のイノベーション12原則

1. コストパフォーマンスを劇的に向上
2. 最新の技術を活用してハイブリッド型の解決
3. 規模の拡大を前提とする
4. 環境資源を浪費しない
5. 求められる機能を一から考える

プ

• 公的なセクターによる大規模な
i t ti が必要 6. 提供するプロセスを革新する

7. 現地での作業を単純化する
8. 顧客の教育を工夫する
9. 劣悪な環境にも適応させる
10. 消費者特性にあうユーザーインターフェース設計
11 貧困層にアプ チする手段を構築する

interventionが必要
• 時間がかかる

11. 貧困層にアプローチする手段を構築する
12. これまでの常識を捨てる

• 民間企業による機動的対応が可能
• 但し、公的支援も必要

出典：”The Fortune at the Bottom of the Pyramid
- Eradicating Poverty Through Profits” 
2005 C.K. Prahalad
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■BOPビジネスとは⑤：市場の所在

兆ド 規模 市場だが５兆ドル規模のBOP市場だが、
地域別に見ると、BOP層の構成や、
農村・都市間の人口分布がかなり異なる
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■BOPビジネスとは⑥：市場の所在（続き）

• ナイジェリアのエネルギー市場はBOPが
99 4%を占める（アフリカで第２の市場）99.4%を占める（アフリカで第２の市場）

• BOP500の35%が電気へのアクセスあり
（低いがアフリカでは２番目に高い割合）

• インドではエネルギー市場の多くを農村部
下位人口が占める

• 下位層（特に下２区分）の主な照明用燃料• 下位層（特に下２区分）の主な照明用燃料
は灯油
(BOP500:65% vs BOP2500:7%)
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■BOPビジネスとは⑦：BOPビジネスの例
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ビジネ おける 役割BOPビジネスにおけるJICAの役割
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■BOPビジネスにおけるJICAの役割①

◆民間セクター開発への公的支援必要性

民間のみではリスクが高いと認識される国・
セクタ において パイロット性の高いセクターにおいて、パイロット性の高い
（事業収益性の低い）事業を支援することで、
徐々に民間ビジネスのスペース拡大

＜パイロット段階でのJICAの役割例＞

商業性
分野 民間ビジネス

民間事業者が民間ベースの
フ イナンスにより実施可能

＜ イ ット段階でのJICAの役割例＞
- 情報不足の補完
- 公的機関の立場を利用し政策制度変更

リスクに対応
- 各種ネットワークの提供

分 官民連携

ファイナンスにより実施可能

（相手国政府、ローカルコミュニティー
現地事業者、NGO etc.）

民間セクター開発支援における留意点

分
野

官民連携
スペース

情報不足等により、民間か
が高 と 識さ民間セクター開発支援における留意点

・過度な譲許性発揮による市場原理歪曲せぬ
よう留意
⇒ 長期的には民間で持続可能な事業を支援 非市場

分野

公共部門
途上国公的部門が、JICA等

援助性資金を得て実施

らリスクが高いと認識され
てる国・セクターでも、当
該国の成長やJICAが支援
する試行的事業の成功等に
より、民間ビジネスへ移行
していくことを想定。
(JICA⇒民間の発展形態)

・EXIT戦略
⇒ 民間部門への橋渡し役に徹するよう留意

分野

国
高所得国低所得国
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更

■BOPビジネスにおけるJICAの役割②

案件組成に係る
コスト高

• 途上国の情報不足

ファイナンス
組成上の問題点

• 期間のミスマッチ

事業実施上の
不確実性

• 完工リスク

官民のリスク分
担のあるべき姿

• 需要変動リスクへの対

更
な
る
市
場
拡
大 • 途上国の情報不足

• 事業実施経験不足

• 期間のミスマッチ

• 高い事業リスク

• 長期で安定的なリスク
マネー提供者／レンダ
ーの不在

• 完工リスク

• 法令／政策／制度変
更リスク

• 需要変動リスクへの対
応まで取るPPP案件は
限定的

大
へ
の
ボ
ト
ル
ネ

途上国民間セクタ 支援における途上国民間セクタ 支援におけるJICAJICAのアディショナリティのアディショナリティ

ネ
ッ
ク

途上国民間セクター支援における途上国民間セクター支援におけるJICAJICAのアディショナリティーのアディショナリティー

 長期でゆるやかな条件の資金提供

 開発に資する民間事業成立に不可欠な要素を、各種スキームで総合的に支援
⇒ 例：政策・制度改善、計画立案、運営維持管理指導等の技術協力

 インフラを中心とし、途上国での豊富な支援実績を通じ構築した先方政府との
関係を活用しリスクコントロール可能 ⇒ 例：料金政策の着実な実行の担保

 途上国におけるネットワーク・知見の提供
⇒ 例：情報不足の補完（コスト/参入障壁低減）例 情報不足の補完（ ト/参入障壁低減）

協力準備調査協力準備調査 BOPビジネスBOPビジネス海外投融資海外投融資 技術協力技術協力

具
体
的
支 円借款円借款 協力準備調査

（PPPインフラ）
協力準備調査
（PPPインフラ）

BOPビジネス
促進調査

BOPビジネス
促進調査

海外投融資
（再開に向け検討中）

海外投融資
（再開に向け検討中）

技術協力
（専門家派遣、研修）

技術協力
（専門家派遣、研修）

支
援
ツ
ー
ル

円借款円借款
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■BOPビジネスにおけるJICAの役割③

JICA支援の具体例＜イメージ＞： BOPビジネス
途上国で太陽光ランタンを販売・レンタルする日系企業宛融資

日本企業
現地

パートナー

出資

パ トナ

出資保証

途上国JV
融資海外投融資

商品の製造・販売技術協力 事業化調査

・サプライチェーン整備支援
・従業員研修

技術協力 販売・レンタル・
維持管理

JICAの
支援領域

顧客

従業員研修

【期待される開発効果】

貧困層の生活環境改善

事業者（貧困層）
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顧客
（貧困層）

・貧困層の生活環境改善

・地域間、都市・農村間生活
格差是正 等



■BOPビジネスにおけるJICAの役割④

JICA支援の具体例＜イメージ＞：省エネ対策BOPファンド
サブサハラアフリカにおいて、省エネ対策や再生可能エネルギー普及を促進し、環境や

気候変動への影響を緩和するための事業を、ファンドへの出資や技術協力を通じて支援
するもの

国際機関等

海 投融資技術協力

JICAの支援領域

アフリカ
開発銀行

ＩＦＣ
・F/S作成
・ビジネスモデル開発支援
・運営維持管理技術指導

出
資 出資

海外投融資技術協力

技
術
協

サブ・サハラ・
クリーン・エネルギー・ファンド（仮称）

ファンド・マネージャー
（米国企業）案件発掘・

投資審査/実行

ファンドマネジメント
契約

資 出資協
力

技
術
協 クリ ン エネルギ ファンド（仮称） 投資審査/実行

サブサハラアフリカ地域における省エネ、再生可能エネルギー関連の個別事業への投資

協
力

調理用ストーブ
生産・販売事業

農産物加工業の
廃棄物を利用した

バイオガス生産事業

太陽光を利用した
食品加工工場

農村部の灌漑用水路
を利用したマイクロ・

水力発電

BOPビジネス BOPビジネス BOPビジネス BOPビジネス
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バイオガス生産事業
＜効果＞
従来型薪燃料を代替
⇒森林伐採による森林減少予防

＜効果＞
省エネによる環境負荷軽減 ＜効果＞

・CO2削減

・雇用促進

水力発電

＜効果＞
省エネによる環境負荷軽減


